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V1.後退する地方の立場と「東北開発ブーム」の発生
これまで，只見川流域の電源帰属問題の発生を契機に激化した関東と東
北地方の対立が，東北地方の反発・抵抗にもかかわらず，著しく関東に有利
に展開していった経緯をみてきたが，本章では，このような経緯と1950年代
半ばから発生した「東北開発ブーム」一東北振興運動の盛り上がりー
とが如何なる関連を有していたかという点に関する検討を主要課題とする。
そのために，以下の三つの作業を行う。第 lに，日本経済の「自立」が
焦眉の話題となった1950年代初頭に，水力電源開発の推進=水力電力エネ
ルギーの確保が重視された理由 1)を，当時のエネルギー事情，とくに石
炭に関する事情と関連づけながら明らかにしてみることである。水力電力
が， r傾斜生産方式J以来重視されてきた石炭の代替エネルギーとして登
場していたからである。第2に，只見川流域をはじめとする諸河川の電源
開発が全国的に進行した1950年代前半，①そうした電源開発によって創出
された電力が大都市部に向けられつつあったこと，また，②そうした電源
開発に伴って発生した矛盾が地方に転嫁されつつあったことを明らかにし
てみることである。第3に，このような動きの結果として， 1950年代半ば
から「東北開発ブーム」が発生したことを確認することである。
1 .水力電力重点的エネルギー政策の登場と電源開発
(1) 石炭から水力電力へのエネルギー基盤の移行
まず，終戦直後から1950年代初頭までの聞に，自給率が高いことから戦
2 
1 ) これに関しては，実は既にEにおいても言及した。しかし，そこでは， r国
土総合開発法」の制定や「特定地域」の指定に絡む政府諸機関の意図・対応
をみることに主眼を置いたため，以下のよ・うにエネルギ一事情と関連づけた
検討はほとんど行わなかった。したがって，ここでの作業は， nの補足作業
といえるであろう。尚，このような作業を行うことにしたため，本稿冒頭に
示した叙述の順序が少し変わったことを断っておきたい。
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後の経済再建への大きな貢献が期待されていた石炭と水力電力に関わる政
策がどのように変化したかを，当該期に登場した三つの経済計画を手懸か
りに，ごく簡単にみておこう九
1948年3月に登場した「経済復興計画第一次試案Jでは， 1947年度....52
年度の6年間に鉱工業の生産水準を1930年度....34年度水準まで回復させる
ことが主要な目標とされ，そのためのエネルギー基盤としては，水力電力
よりも石炭が重視されていた。そのことは，両者の計画期間における生産
達成目標(の数値)に表われていた九すなわち，石炭については， 47年
度の実績2933万トンを52年度までに4400万トンに引き上げること (47年度
を100として52年度までに150まで引き上げること)が目標とされる一方，
2 ) 以下の三つの経済計画に注目するのは，これらが経済復興期の大きな出来
事，とりわけ傾斜生産方式の推進， ドッジ・ラインの登場，朝鮮戦争の勃発
の影響を受けつつ策定されていると思われ，それらの出来事の影響を把握し
やすL、からである。むろん，これら以外にも多くの経済計画が登場している。
ここで注目する三つも含めて，この時期の経済計画の詳細については，林雄
二郎編『日本の経済計画一戦後の歴史と問題点ーJ(東洋経済新報社，1957年
4月)を参照されたL、。
また，もう一つ断っておかなければならないのは，石油の動きにほとんど
ふれていないことである。石油精製業に関していえば，終戦直後には壊滅状
態にあった。爆撃によって多大な損害を受けた上に，占領軍の賠償指定，集
中排除法の適用指令，原油輸入の禁止措置(1946年1月，).太平洋岸精油所
の操業停止命令(1946年1月)を受けていたからである。しかし，その後，
「冷戦」激化を背景とするアメりカの対日政策の変化にあわせて，石油産業
にも大きな変化があらわれた。 1949年10月には，太平洋岸精油所の操業再開
が許可された。そしてこれを契機に，外国石油資本の日本石油精製業への大
々的な進出が開始された(井村喜代子箸『現代日本経済論J.有斐閣， 1993 
年8月.124ページ参照)。しかしながら，こうした動きが台頭していたとは
いえ.1950年代前半までの日本のエネルギ一政策は，基本的には，圏内資源
保護・育成の立場から石炭および水力電力を確保することに置かれていたと
いえる。このような政策の行き詰まりがほぼ明確になるのは.1950年半ば墳
からであり，電力において「水主火従」から「火主水従Jへの転換が主張さ
れるのもこの噴からである。それゆえ.1950年代初頭までのエネルギ一政策
をみるに際して，石油の動きを度外視したとしてもさほど支障がないように
思われる。
3 ) 以下の数字は，栗原東洋縞『現代日本産業発達史 皿 電力J(交詞社出
版局.1961年1月)， 394ページからのものである。
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電力については， 47年度の実績304億KWH(年間)を52年度までに379億
KWHに引き上げること (47年度を100として52年度までに125まで引き上
げること)が目標とされていた。「傾斜生産方式」の推進を前提にして，
エネルギー部門の主役を石炭としていたことは明らかである。ところが，
それから 2年 3カ月後に登場した「自立経済達成のための 2カ年計画」
(1950年6月)では，上の計画とは「エネルギー基盤確保の考え方につい
て……明らかにニュアンスの違いがあらわれていたJ4)0 というのも，こ
の計画では，日本経済の「自立Jのために「自ら努力すべき」最も重要な
課題のトップに「電源開発及電力の合理的利用，配分の問題Jが掲げられ，
上の計画で設定されていた電力の1952年度までの生産達成目標379億KW
Hが401億KWHに引き上げられ，その一方で石炭の52年度までの目標
4400万トンが4200万トンに縮小されていたからである。さながら石炭から
水力電力への主役の交代が宣告されていたといえる。さらに，このl年3
カ月後に登場した fB資料J(1951年8月)では，重化学工業を中心とす
る鉱工業の生産達成目標が従来の計画におけるそれと比較して大きく号|き
上げられ(1954年度までに， 1932--36年度水準を100として197.5にすると
され，つまり約2倍にもするとされ)，この目標達成のために「本資料で
は一切の矛盾を電力面にシワ寄せして，それを電力不足で表現するJ5) 
といわれるほど大胆に，電力重点の方針が打ち出されていたのである。
では，わずか3年半のうちに，石炭と電力に対する政策的位置付けがか
くも大きく変化したのはなぜだろうか。
(2) ドッジ・ラインの影響
「経済復興計画第一次試案Jと「自立経済達成のための2カ年計画」と
における上のような変化が， 1949年2月に登場したドッジ・ラインの影響
によって生じたものであることは疑いない。
4 ) 栗原東洋編，前掲曹， 394ページ。
5 ) 林雄二郎編，前掲脅， 163ページ。
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「冷戦」激化を背景にアメリカが極東戦略の一環として打ち出したドッ
ジ・ラインは， r財政面で超均衡財政を実施し，価格差補給金をしだいに
減廃していくとともに，金融面では復金の活動を停止し，両者相まってイ
ンフレーションを停止せしめる，その過程を通じて各企業の合理化を促進
し，国際競争力をつけていくこと」引を政策的基調としていたが，その
実施過程においてそれまでの石炭重点主義的エネルギー政策の限界をはっ
きりとさせた。すなわち，価格差補給金の減廃や復興金融公庫の融資打ち
切りは，石炭産業がそう簡単には合理化を遂行しえない体質をもっており，
炭価の大幅引き下げを容易に実現できそうにないこと， したがって重化学
工業を中心とする諸産業が国際競争力を強化しようとする際には重い足カ
セとなることをはっきりとさせた7L
6) 揖西光速・加藤俊彦・大島清・大内力著『日本資本主義の没落田J(東京
大学出版会， 1968年1月)， 1762ページ。このような施策が出された背景や
経緯については，この著書の前巻 (r日本資本主義の没落¥lIJ)の1573-1612
ベージを参照されたL、。
7) 重化学工業化の推進と貿易の再開・拡大を基本に据えて日本経済の前途を
切り開こうとする構想は，終戦後のかなり早い段階から登場し，そして多く
の人の共感をえつつあったように思われる。そのことは，例えば，ある論者
が， 1948年3月に経済安定本部によって策定された，戦後最初の本格的な経
済計画といわれる『経済復興計画第一次試案』に言及し， rこの計画の特色
は，生活水準は戦前水準に復帰しでいないのに，生産は戦前よりも増加し，
とくに重化学工業の生産は戦前をはるかに上回ることになっていた点にあ
る」とし，さらに「重化学工業中心に脱皮しなければならないとう構想がほ
ぼ定着していたJ(中村隆英著『日本経済ーその成長と構造一(第3版)J
(東京大学出版会， 1993年8月， 153ページ)と述べていることからも窺わ
れよう。そして，この計画以降の計画のほとんどがこのような構想を推進し
ようとするのであるが，その際ベースにしている状況認識は次のようなもの
であったように思われる。「もともと圏内資源が乏しく，原材料・燃料の大
部分を海外に求めなければならない日本にとって，植民地・勢力圏を喪失し
たことは，国際収支の均衡を維持する上で重大な打撃であった。また，アジ
ア諸国の綿製品自給能力が高まり，生糸の代替品の合成繊維が普及したこと
は，繊維製品の輸出で多額の外貨を獲得するとL、う戦前の方式の継続を不可
能にした。戦後の日本は，相対的に付加価値の大きい重化学工業製品の輸出
によって必要な外貨を獲得するという道をとらざるをえなかったJ(三和良
一著『概説日本史ー近現代ーJ，東京大学出版会， 1993年4月.181ペー
ジ)01949年頃には，アメリカの対日政策の転換と軌をーにする，鉄鋼産ノ
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石炭産業が炭価の引き下げを容易に実現できないのは，次のような出炭
に関わる諸経費の節減がそう簡単ではなかったからである。戦前と比較し
て増大した諸経費である。第 lに，採掘の自然、的条件の悪化に伴う運搬費
・設備費・維持費に関するものである。 1931ー 1949年で，坑口から坑道へ
の平均距離は1616mから1989mへと伸び 0931-49年で23%増)，坑口か
らの採掘現場までの深さは221.8mから274.5mとなり(同24%増)，その
分，作業員の往復，採掘資材の搬入，原炭の搬出に経費を要したS)oまた，
坑内が深くなれば水やガスの湧出も多くなるので，排水や通気の設備も大
がかりになり，その分，経費を要した。因みに，排水量をみておくと， 1931 
-1945年で，出炭1トン当り7.82nlが10.930/へと増大し， 40%もの増加
率となっている。また，必要通気量では，同期間で，出炭 1トン当り4669nl
が10591nlへと増大し，増加率127%にもなっている。さらに，発生ガス量
では，同期間で，出炭1トン当り17.460/が25.03nlへ増大し，比率で44%
増となっている九第2に，労働条件の改善に関するものである。炭鉱労
働者の賃金に関していえば， f戦前に較べると採炭夫や炭鉱の坑内運搬夫
の賃金倍率が全産業の約90種のそれのなかで最高水準を示しJ10)ていた。
また， r労務者住宅に多額の資金が投入され，これが出炭原価を引き上げ
る要因をなしたJ11)といわれるように，住宅整備などの福利厚生費も増
大していた。尚，以上のような要因に加えて，炭鉱労働者の組織的抵抗力
が強くなっていたといういわば政治的要因も，合理化の推進・炭価引き下
¥、業などに対する賠償規定の緩和やドッジ・ラインの登場などにより，このよ
うな構想が大胆に追求されるようになっていったことは周知の通りである。
この中で「貿易主義」も提唱された。尚，重化学工業の中軸であった鉄鋼産
業が， ドッジ・ライン登場時から1955年頃までの聞にどの程度の「量的質的
発展」を遂げたかについては，小林義雄編『企業系列の実態一独占資本の
相互提携と支配強化一一』の98-110ベージ(とくにそれらのページに掲げ
られているいくつかの図・表)を参照されたい。
8) 今井孝三著『石炭.n(有斐閣， 1959年1月)， 103ペー ジ。
9) 向上.102ペー ジ。
10) 木下悦二著『日本の石炭鉱業J(日本評論新社.1957年1月).98ペー ジ。
1) 島村哲夫著『鉄鋼経済論J(東洋経済新報社.1958年10月).299ペー ジ。
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げが容易に進行しなかった要因のーっとしてあげることができょう。すな
わち「労働立法，労働組合の結成により労働事情は大いに変化し，労働時
間の短縮，低賃金に対する抵抗感等はとくに石炭業にとり大きな負担とな
り，出炭原価はますます高騰してきたJ12)のである。
このような要因による高炭価は， r傾斜生産方式」以降の原価主義的補
給金政策によって維持されていた。例えば，石炭の大口需要者である鉄鋼
産業などに対しては政府が設定した低価格で販売しなければならなかった
ものの，高炭価との差額は，文字通り“価格差補給金"として配炭公団(1947
年6月設立)から石炭産業に支給されたのである。そうした金額が如何に
多かったかは， r価格差補給金の支出は22年度 (1947年度〕で一般会計歳
出総額の21%，23年度(1948年度〕ではその24%に達し，政府支出の最大
項目になっている。この補給金のなかで，鉄鋼および特定産業向け石炭に
向けられる金額は常に補給金総額の7割をこえているJ13)とされている
ことでも明らかである。
また，復興金融公庫からの融資も，石炭産業にとっては価格差補給金の
支給に劣らず重要であった。というのは， r当時炭鉱は戦時中の乱掘で荒
廃しており，鉄鋼のように補給金という形での救済手段では復旧は困難で
あり，巨額の設備投資が必要だったJ14)からである。 1948年度までに合
計531億円にも上った当産業への融資額は，当産業の設備資金の98.1%，運
転資金の41.7%にあたっており，まさしく「増産の支えになってきたJ15) 
のである。
ドッジ・ラインは，石炭産業にとっての生命維持装置ともいうべきこの
二つの施策を一挙に切り捨てた。これによって表面化した大きな問題の一
つが，いわゆる「高炭価問題Jである。それは，価格差補給金政策で最も
恩恵を受けてきた鉄鋼などの産業によって提起された。すなわち「一般炭
12) 向上， 299ペー ジ。
13) 有沢広巳監修『昭和経済史J(日本経済新聞社， 1976年11月)， 290ペー ジ。
14) 向上， 290-291ベー ジ。
15) 向上， 299ベー ジ。
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化がトン3344円もしているさなかに価格差補給金の操作でトン1000円しか
支払っていなかった鉄鋼，ガス，セメント，硫安，ソーダ，鉄道は身にし
みて高炭価を味わわされ，高炭価排撃運動へと駆りたてられたJ16)ので
ある。ここには，石炭産業における合理化の推進・炭価引き下げが遅々と
して進まなかった当時の状況が端的に反映されていたわけである。このよ
うな状況であったから， 1950年6月に登場した「自立経済達成のための2
カ年計画」が，石炭エネルギーの前途に大きな期待をかけられなかったの
も無理はなかった。
では，他方，水力電力エネルギーの調達(=電源開発の推進)が重視さ
れたのはなぜだろうか。その理由としてはさまざま考えられるが，次の二
つにはとくに注目しておく必要があろう。
一つは，終戦直後から経済復興の主軸と目される諸産業の活動への貢献
度がかなり大きくなり，エネルギー市場において安定した占有率を占める
趨勢にあったことである。若干のデータで確認しておこう。総エネルギー
市場に占める電力の比率をみてみると， 1940年頃には20%弱に過ぎなかっ
たのに，終戦後の47年， 48年， 49年には毎年30%台に増大している。石炭
が， 40年には62.2%も占めていたのに，終戦直後の数年間に50%前後に減
少していたことからすれば，極めて対照的であった17L電力のこのような
市場占有率の拡大は，重化学工業などの活動再開と深く結び付きながら達
成されたものであった。今，表-1によって， r電力多消費産業J(鉄鋼，
化学，窯業，非鉄金属，鉄・パルプ，鉱業)に対する電力の「産業活動寄
与率」をみてみると， 47年57.7%.48年56.6%.49年54.6%となっている
が，これをその後のその比率(例えば55年の45.2%や60年の33.1%)と比
較してみれば，終戦直後数年間の数値が如何に大きかったかが理解できょ
う。すなわち，電力が上の諸産業の活動に如何に大きく貢献していたかが
16) 有沢広巴監修『日本産業百年史的ー復興から高度成長までーJ(日本
経済新聞社， 1967年)， 34ベージ。
17) 栗原東洋編，前掲書.419ページ。
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表-1 電力多消費産業活動寄与率
(単位:%) 
定 電力多消費産業 その他 合計鉄鋼 非鉄金属 窯業 化学 紙パルプ 鉱業 計 の産業
1947 14.5 4.9 4.6 17.6 6.4 9.7 57.7 42.3 100.0 
48 20.7 4.2 8.8 11. 3 5.9 5.5 56.4 43.6 100.0 
49 23.1 1.7 5.5 15.3 5.3 3.7 54.6 45.4 100.0 
50 16.7 2.4 4.0 18.2 6.0 1.6 48.9 51. 1 100.0 
51 8.9 2.0 5.3 9.8 3.9 3.0 32.9 67.1 100.0 
52 ム0.9ム0.6 2.6 23.0 8.0 ム2.4 29.7 70.3 100.0 
53 12.3 3.2 5.2 13.8 4.9 0.9 40.3 59.7 100.0 
54 ム6.5 6.5 10.6 28.8 7.1 0.8 47.3 52.7 100.0 
!>:> 16.5 3.4 3.1 18.6 2.6 1.0 45.2 54.8 100.0 
56 9.1 3.2 5.0 9.8 2.6 4.1 33.8 66.2 100.0 
57 5.4 1.5 4.7 13.6 2.7 6.3 34.2 65.8 100.0 
58 ム0.2 6.2 ム7.6 17.6 3.8 ム18.0 1.8 98.2 100.0 
59 12.4 4.0 4.3 7.0 3.5 0.9 32.1 67.9 100.0 
60 9.9 3.7 4.9 7.9 2.6 4.1 33.1 66.9 100.。
61 11. 2 2.7 3.4 6.0 2.8 2.9 29.0 71. 0 100.0 
(資料)栗原東洋編『現代日本産業発達史 E 電力J(交詞社出版局， 1964年，
1月)， 419ページ。
理解できょう。
もう一つは，“外資"の「有力にして効果的な受け入れ部門として電力J18) 
がクローズアップされたことである。
宮崎義ーのいうように， ドッジ・ラインに対する期待の一つは「円の国
際価値を安定し，アメリカの資本導入と技術導入のための徹底的地ならし
をはかること(少なくとも蒋介石政権下の中国に見られたように，穴のあ
いたバケツに援助と資金を注ぐような愚をくり返さないための条件を確立
すること)J 19)であった。こうした期待は，すでに『経済復興計画第一次試
案』おいても表明されていたが叫 ドッジ・ラインの進行時における次の
18) 栗原東洋編，前掲苗， 395ページ。
19) 宮崎義一著『日本経済の構造と行動ω一戦後40年の軌跡ーJ(筑摩書
房， 1985年 4月)， 6ページ。
20) 因みに，このような期待を，井上晴丸・宇佐美誠次郎は， rこの計画は外
資導入の可能性を5カ年聞に20億ドルと見積もってこれによる資本の輸入ノ
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ような動きの登場によって一層現実味を帯びたものになっていた。一つは，
ドッジ・ラインの登場とほぼ同じ時期からスタートした「電力再編成」の
動きである。それは，それまでの「電力国家管理」体制(日本発送電側・
日本配電側による発送電事業の一元的管理)を解体し，電力事業をいくつ
かの民閉会社の運営に委ねようとする方向で議論が進められていたが，1電
源開発に対する外資導入は電気事業再編成における主要目的の一つJ21} 
といわれるように，この部門への外資の導入を前提にしたものであった。
もう一つは，電源開発中心の総合(多目的)開発推進の動きである。すで
にEでみたように， 1949年6月には経済安定本部に「総合国土開発審議会」
が設置され，只見川流域などの開発の推進を制度的・資金的に保証すべく
総合開発法制定の機運が高まっていたのである。
ところで，そのような期待は，アメリカにとっても決して小さいもので
はなかった。ガリオア，エロアなどによる直接的な財政援助を「竹馬」の
一本の足として切断しつつ22)，なおかつ極東戦略を効果的に展開すべく日
本との緊縄を強めようとすれば， 1米国資本にとって，有利な投資市場を
創設する道J23)を切り拓かざるをえなかったからである。その投資部門
は，さしあたり電力とみなされた。「自立J経済達成の基軸となる重化学
工業のエネルギー基盤としては，価格差補給金の撤廃や復金の廃止によっ
¥、をテコとして加工貿易による日本の『自立』を構想したもの」であり，まさ
に「外資導入受入れ態勢を標傍しての資本の採算条件の整備」を図ろうとす
るものであった，とみている (r危機における日本資本主義の構造J.岩波書
庖.1951年.177ペー ジ)。
21) 有沢広巳監修・通産省官房調査課編『戦後経済十年史J(1954年12月).
255ペー ジ。
22) ドッジが日本経済を“竹馬"にたとえた話は有名である。彼は.1949年3
月7日の記者会見において.r日本の経済は両足を地についけていず，竹馬
にのっているようなものだ。竹馬の片足は米国の援助，他方は圏内的な補助
金の機構である。竹馬の足をあまり高くしすぎると転んで首を折る危険があ
る。今ただちにそれをもぢめることが必要だJ(有沢広巳・稲葉秀三編『資
料戦後二十年史(2).一経済一J.日本評論社.1966年9月.71:ペー ジ)と
述べた。ここから，当時の日本経済を「竹馬経済」と比轍するようになった。
23) 栗原東洋，前掲書.395ペー ジ。
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て頭打ちが予想される石炭産業よりも，電力の方が，上述のような戦後の
趨勢からみて将来性があったからである。ただ，アメリカの最大の懸念は，
上の引用文中でいわれている「少なくとも蒋介石政権下の中国にみられた
ように，穴のあいたバケツに援助と資金を注ぐような愚をくり返さない」
ことにあった。だが，これも，これをなくす動きが台頭したことによって
次第になくなっていった。そうした動きが結実したのが， 1950年6月に成
立した「外資法」であった。 r外資法』の中核は，当時の世界では類例の
ない外資の元利金の送金保証制度の創設であったJ24)からである。
こうして，外資を電力事業に受け入れるための条件が整いつつあった。
ただし，このことに関して指摘しておかなければならないのは，外資導
入にあたって，日本が，圏内産業の保護・育成の立場から，導入される外
資が製品(完成品)であってはならず，資源や技術でなければならないと
する「圏内生産力育成主義」却に立っていたことである。「外為法J
(1949年12月)にも， r外資法」にも，このような立場が顕著にあらわれ
ている。その後の電力事業への外資導入が技術借款として増大していった
のはこのためである26)
上の経済計画において，石炭から水力電力へのエネルギー部門の主役交
代が告げられたのは，当時の以上のような事情からである。
(3) 朝鮮戦争勃発後の状況
さて，周知のように， 1950年6月に勃発した朝鮮戦争は，日本経済にと
って「神風」ともいわれる役割を果した。すなわち， ドッジ・プランによ
24) 岡田知弘著『日本資本主義と農村開発J(法律文化社， 1989年6月)， 270 
ページ。尚，この法律の内容についての立ち入った検討は，井村喜代子，前
掲富， 113-114ペー ジでなされている。
25) これらのことについては，宮崎義一，前掲書. 7 -8ベージ，及び93-94
ペー ジを参照されたい。
26) 外国技術の1950年代前半までの導入状況については，さしあたり高橋衛「昭
和20年代の産業合理化政策J(安藤良雄編『日本経済政策史論的』第1章
東京大学出版会.1976年3月)322-323ページを参照されたL、。
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る荒療治によって深刻な不況に見舞われていた日本経済は，アメリカの軍
需物資調達に伴って発生した「特需Jによって，一気に息を吹き返したの
であった。「特需ブーム」の発生である。 50年12月には，鉱工業生産が戦
前水準を突破し，その中で電力需要も急増した(図ー 1参照)。だが，そ
のブームの反動は，アメリカの戦略物資買い付けの停止(1951年 3月)を
境にあらわれた。そして，日本経済が「底の浅い日本経済J27)でしかな
いことを暴露した。それ故，そのような状況打開と問題解決を課題とする
経済計画が必要とされた。その一つが fB資料」であった。
では，この計画は如何なる手法・戦略で，このような課題を解決しよう
としたのか。この計画の主要な特徴をピック・アップしてみると，①短期
間に(計画期間終了年である1954年までに)，重化学工業を牽引力としつ
つ鉱工業生産を飛躍的に高める，②そのために早急に大量の電力エネル
ギーを確保する，したがって早急に大規模電源開発を推進する，③そのた
27) 経済企画庁・戦後経済史編纂室編『戦後経済史(総観編)j(1957年3月)， 
12 
320ページ。このことばには， r特需ブーム」とそれに続く景気後退時におけ
る日本経済の構造的特質が表現されている。それは当時の以下のような状況
を念頭におくことによって理解しえよう。朝鮮戦争の勃発に伴う特需の発生
は，確かに日本経済に「再建一復興に一つの区切りをつける程の大きな効果」
(f社説にみる戦後経済の歩みj，日本経済新聞社， 1985年10月， 104ページ)
をもたらした。それまでの滞貨は一掃され，鉱工業生産は一挙に戦前水準を
突破し，輸出も急増した。しかしながら，その一方で， r特需ブー ムは， ド
ッジ・プランの実施でおさまっていたインフレを再燃させ，卸売物価は朝鮮
戦争勃発後の1年間に52%も上昇し，繊維や金属類では約2倍に急伸した。
その結果，日本の圏内物価は国際的に割高となり，とくに重化学工業品は，
対外比価が20%から30%の割高となったJ(柴垣和夫著『講和から高度成長
へ一国際社会への復帰と安保闘争ーj，小学館， 1989年3月， 65ペー ジ)。
つまり，量と質の関係でみれば，日本経済は，量的には一挙に大きくなった
ものの，質的(構造的)には深刻な問題を抱えたのである。 1951年半ば頃か
らの，アメリカの戦略物資の買い付け停止に伴って進行した不況は，ブーム
時の量的拡大が自力によるものでなかったこと，一過性のものに過ぎなかっ
たことを明らかにした。日本経済にとっては， r底の浅さ」が明瞭になる中，
依然として， ドッジ・プランで提起された「自立」的構造改革とL、う課題が
残されたままだったのである。かくて「企業の合理化，近代化及び動力源の
確保が重大な問題として再び登場するに至ったJ(経済企画庁・戦後経済史
編纂室編，前掲苗， 322ページ)のである。
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図-1 全国電力需要の推移(総需要最大電力.1949年4月以降)
(千KW)
6500 
6000 
5500 
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4500 
制 日本発送電側と日本配電側の合計
(資料)公益事業委員会事務局需給課編『電力事業再編成後における電力需給の全
貌J(1951年4月)。
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めに必要とされる資金は，この計画に関して「電力重点政策が，はっきり
と外資とむすびっくことによって経済計画実現の前提でもあり結論でもあ
るほどの姿でクローズアップされることとなったJ28)といわれるように，
外資の導入をもってこれにあてる，というものであった。このような特徴
から，本計画の基本戦略が，大量の外資導入→大規模電源開発の推進→重
化学工業の国際競争力の強化による輸出促進→不況脱出→「底の浅い日本
経済」構造のリストラクチュア，であったことをみてとることはそう困難
なことではなし、
このような戦略の採用に際しては，次のような事情が反映されていたよ
うに思われる。
一つは，朝鮮戦争の勃発に伴って発生した「特需ブームJとその後の「反
動不況」を経る中で，石炭と電力の消長が極めてはっきりとしてきたこと
である。
まず，石炭産業をみると，合理化の推進・炭価引き下げがさほど進まず，
「費用逓増」産業であることがし、よいよ明らかになりつつあった叫「高
炭価問題」も再燃していた。すなわち「ブームが終わりをつげたとき，輸
出産業にまで発展していた鉄鋼業は世界市場での先進国鉄鋼業と正面切っ
ての競争に身をさらすに至ったため旧に倍して高炭価論争が燃え上がっ
た。同時に，同じく輸出産業に成長した硫安，セメントなどの部門からも
同じ非難が石炭業に向かつて投げかけられることになった」制のである。
因みに，炭価を電気料金と比較してみても，図-2のように，その差が従
来よりも拡大しつつあった。
他方，電力は， r特需ブームj時に重化学工業の成長に大きく貢献し，
その地歩を確実なものにしつつあった。そのことは，次のような記述に適
切に表現されている， r朝鮮戦争のぼっ発を契機として工場の再開と拡大
28) 栗原東洋編，前掲書， 395ページ。
29) 香西泰「高度経済成長への出発J(中村隆英編 r計画化」と「民主化J
第6章岩波書庖， 1989年1月)， 299ページ
30) 木下悦二，前掲書， 94-95ページ。
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がはじまり，電力需要の大宗を占める工業用電力需要が急速な拡大をたど
った。これは，製鉄，アルミ，化学肥料，化繊等の重化学工業部門が……
大量の電力消費をはじめたからにほかならないJ31)0 そして.51年5月か
らは9電力会社による電力事業運営が開始され(つまり「電力再編成」が
終了し).いよいよ，当分野で「コマーシャルベースでの外資借款J32)が
推進される条件も整いつつあった。
アメリカからの活発な資本進出が見込めそうな状況が出現
していたことである。アメリカは，朝鮮戦争勃発後の数カ月に確認しえた
もう一つは，
卸売物価指数の推移 (1946年=100)
石康
電力
ノ
/ 
/' J 
/' / 
， /  -
I / 。r
J 
図-2
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?????
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電力.n(交詞社出版局， 1964年l
51 
皿
49 
(資料)栗原東洋編『現代日本産業発達史
月)， 418ベージ。
47 
100 
1946 
31 ) 有沢広巳監修・通産大臣官房調査課『戦後経済十年史J(1954年12月)，
251ページ。
32) 栗原東洋，前掲書， 395ページ。
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「日本の経済力をアメリカの国防計画の一環として組み入れ，完成兵器の
生産を中心に日本の重化学工業品を安く買い上げ，東南アジアの“兵器廠"
として活用するJ33)姿勢を一段と強めていた。具体的には， 1951年5月
に，“日米経済協力"の推進(マーカット声明)が提起されていた。また，
これに加えて，政治的・軍事的にも，自国の勢力圏に強く引き入れるべく，
9月には講和条約や軍事同盟の締結が予定されていた汽こうして， r蒋
介石政権下の中国で見られたように，穴のあいたバケツに援助と資金を注
ぐような愚をくり返ない条件を確立することJは，ほほ完全に達成されつ
つあった。すなわち，大量の資本進出を可能とする現実的条件が整ってい
たのである。
むろん， rこの『日米経済協力』にわが国の政府・財界は諸手をあげて
歓迎した。これらの“新特需"によって，“経済自立"の足がかりをつけ
ようとしたのであるJ35)0 r“B資料"はいわゆる“日米経済協力"の線に
沿って日本の経済力を最大限に活用した場合を想定したもので，……いわ
ば日本側の積極的受入態勢を示したものであったJ36) といわれる所以で
ある。
以上， 1950年代初頭までの電力と石炭をめぐる政策動向を一通りみてみ
たが，この作業によって，日本経済の復興のためのエネルギー基盤として，
次第に石炭よりも電力が重視されるに至った理由・事情が明らかになった
3) エコノミスト編集部編『大正・昭和経済史-iエコノミスト」半世紀の
歩みーJ]，毎日出版社， 1973年3月， 267ペー ジ。
34) これらの一連の出来事の関連は次のように説明できょう。「経済自立はア
メリカの要求と政策でもあった。朝鮮戦争の勃発に伴う日本の兵姑基地とし
ての有効性は，一層日本の経済力を利用しようとするアメリカの意向を強め
ることになった。援助なしに日本を利用できることはアメリカにとってはま
ことに安あがりなアジアにおける反共封じ込め体制の仕上げを意味する。『講
和』と『安保』の促進は，そのような政治的・軍事的意味を持ち， 5月の日
米経済協力路線に関する『マーカット声明』は経済面からそれを補強するも
のにほかならなかったJ(向上， 266-267ペー ジ)。
35) 向上t 267ペー ジ。
36) 林雄二郎編，前掲苗t 166-167ペー ジ。
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ように思われる。
2.大規模電源開発の進行過程で後退する東北地方の立場
(1) 関東への電力供給地域と化す東北地方
さて，以上の検討から明らかなように， 1950年代に入ると，まさしく，
只見川をはじめとする諸河川における「電源開発は経済自立のための国家
的要請であった」叫すなわち， r経済自立」路線を軌道に乗せるべく，
鉄鋼・機械・化学肥料等の重化学工業を中心とする工業を厳しい国際競争
に絶えられるような水準に育成・強化すること，そのために低廉で大量の
水力電力(エネルギー)を早急に確保すること=大規模電源開発を早急に
推進することが，国家的至上課題となっていたのである。
では，電源開発の進捗状況如何。端的にいえば， 9電力会社と電源開発紛
のこの分野への活発な進出により，ダイナミックに進行していた。例えば，
1952年度だけで23カ所もの電源開発工事が着手され「一年間に工事中の水
力発電所の出力は現有水方発電設備能力の40%近い大規模なものJ38)と
なり，さらに「昭和28年度(1953年度〕における電源の竣工出力は，わが
国において最高記録を示し」制たほどであった。
このような電源開発のダイナミックな進捗には，次のようなこつの力が
直接的に作用していた。一つは，国の財政支援である。これには，直接的
な公共事業費の投下によるものと， 1951-52年頃相次いで設立された政府
関係機関からの投融資によるものとがあった。後者では，とくに日本開発
銀行の果した役割が大きかった。今，同銀行の1951-55年における貸付実
績を産業別にみると，図-3をみるように，実に半分近くが電力に投下さ
れている。国のパックアップが如何に強力なものであったかの典型的なー
37) r財政金融統計月報』第53号， 50ペー ジ。
38) 経済審議庁編『昭和28年度経済白書J(1953年7月)， 111ペー ジ。
39) 通商産業省公益事業局編『電気事業の現状一昭和28・29年度電力白書』
(1955年3月)， 3ベー ジ。
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図-3 日本開発銀行の融資構成 (1951-55年計.億円)
石炭
(資料)中村隆英箸『昭和経済史J(岩波書底， 1986年2月)， 216ペー ジ。
例といえるだろう。
もう一つは，導入された“外資"の力である。電源開発側の設立 (1952
年9月)以降，電源開発への外資(とくにアメリカからのドル借款)の導
入は急速に進んだが，それによるアメリカからの「マンモス土木建設機械
の大幅な導入」は，従来日本で使用されていたものと比較すると「自転車
と自動車ほ々の違い」があったといわれている制。例えば，表ー 2は， 1953 
年において，①日本の建設機械によって工事がなされた木曽川の丸山ダム
表-2 ダム建設使用機械の比較
機 械 名 丸山(aダ)ム 佐ム(久b)間ダ b/a 
パワーショベル 1.2n/ 2.00/ 1.7倍
ダンプト フ ツ ク 5t 15 t 3倍
ク フ ヲ シ ヤ 一 150 t / h 297 t / h 2倍
ベルトコンベアーまたは索道 150 t / h 650 t / h 4.3倍
-セメ ン トサイ ロ 1. 500 t 4.000 t 2. 7倍
、: キ サ 一 56切 112切 2倍
ケープルクレーン 13.5 t 25 t 1.9倍
，、. ケ ツ ト 3n/ 60/ 2倍
(資料)表ー lに同じ。 403ペー ジ。
40) 栗原東洋編，前掲富， 403ペー ジ。
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(高さ88メートル)と，②アメリカから導入された建設機械によって工事
がなされた佐久間ダムのケースを比較してみたものであるが，両者で使用
された建設機械のスケールと能力に格段の違いがあることは一目瞭然であ
る。
かくて，このような「上から」と「外から」の力により， r復興期後期
は，まさに大規模電源開発時代の観を呈するにいたったJ41)のである。
さて，地方において水力電源開発がかくの如く状況となっている中，大
都市部においては，①重化学工業を中心とする工業の集積，②それに対応
する産業基盤の整備が進行していた。
①については，次のようである。表一 3は， r 4大工業地帯」の全国に
占める工業の集積度の推移をみたものである。この表から明らか，なことは，
第1に，戦前来の工業の集積度が大きかったこれらの地域の工業の集積度
が，終戦直後には低下したものの， 1950年代に入って再び増大しているこ
とである。具体的にみると， 1950-55年では，事業数で61.5% -65.1%， 
従業者数で67.1%-70.4%，製造品出荷額で73.1%-76.2%となっている。
第2に，これらの地域のこのような工業集積度の増大が，とくに首都圏の
それの増大によってもたらされたものであることである。そのことは，
1950一55年の工業従業者数の全国のそれに占める比率が， r南関東工業地
帯」で22.5%-25.1%と3ポイント近くも増大しているのに， r中京・東
海工業地帯」で15.6%-16.8%と若干増， r京阪神工業地帯」で20.8%-20.
9%と現状維持， r北九州・瀬戸内工業地帯」で11.2% -9.9%と若干減で
あることでも明らかである。そして，これらの工業地帯の工業の伸びは，
重化学工業の伸びによって，もたらされたものであった。大河内一男編『京
浜工業地帯の産業構造』によれば， 1950から59年までのやや長期間につい
てではあるが， r全国的にみて重工業化が進んできているが，これはもっ
ぱら，既成の4大工業地帯においてであるJこと，さらにいえばこれらの
中でも「南関東工業地帯だけは，…重工業化のテンポも最高でかつ早い，
41) 佐藤竺著『日本の地域開発~ (未来社， 1965年9月)， 85ペー ジ。
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工業地帯別工業集積度の年次別推移倒
南関東工業地織 工中京業・地東帯海 京医神工業地帯 北内九工州業・地顕帯戸
都県6大府計 地工計4 帯大築
全 国 針
東京神川奈そ他の 小計 愛知そ他の 小計 大阪兵庫 r小計 福岡左の小計 (突敬)
1930年 13.3 1.5 3.2 18.0 9.1 6.0 15.1 12.7 6.2 5.3 24.2 2.2 5.9 8.1 45.0 65.4 100.0 62.234 
司Z 1936年 15.6 1.8 2.5 19.9 10.6 6.4 17.0 14.8 5.2 5.4 25.4 1.9 5.2 7.1 49.8 69.4 100.0 90.602 
業
1950年 12.2 2.2 4.5 18.9 8.7 8.1 16.8 9.1 3.9 4.2 17.2 3.1 5.6 8.7 39.2 61.5 100.0 156.223 所
数 1955年 15.1 2.2 4.2 21.5 9.2 7.7 16.9 10.6 3.6 4.3 18.5 3.0 5.2 8.2 43.7 回.1 1叩.0 187.101 
1959年 16.0 2.3 4.4 22.7 9.5 7.7 17.2 10.9 3.8 4.3 19.0 2.7 4.9 7.6 45.2 66.5 100.0 216.417 
1930年 11. 0 2.7 2.8 16.5 8.5 6.6 15.1 12.8 8.1 4.5 25.4 2.7 5.2 7.9 45.8 64.9 100.0 1.885.518人
従 1936年 13.8 3.7 2.4 19.9 9.1 6.8 15.9 13.9 7.7 4.3 25.9 3.8 5.8 9.6 52.0 71. 3 100.0 2.875.672人
業
1950年 11.5 4.6 3.5 19.6 8.1 7.5 15.6 10.5 6.7 3.6 20.8 4.6 6.6 11. 2 46.0 67.2 100.0 3.860.814人者
数 1955年 14.5 4.7 3.6 22.8 9.2 7.6 16.8 11.3 6.1 3.5 20.9 3.8 6.1 9.9 49.6 70.4 100.0 4.958.閃8人
1959年 16.2 5.4 3.8 25.4 9.2 7.4 16.6 11. 7 6.0 3.5 21. 2 3.5 5.7 9.2 52.0 72.4 100.0 6.750.319人
1930年 13.8 4.9 2.3 21.0 7.5 6.2 13.7 16.7 10.6 4.1 31. 4 3.8 4.6 8.4 57.4 74.5 100.0 5.954.741千円
出 1936年 14.2 6.6 2.2 23.0 7.9 6.0 13.9 16.3 9.5 3.4 29.2 8.7 4.7 13.4 63.2 79.5 100.0 12.257.588千円
荷 1950年 13.0 6.2 3.0 盟.2 7.2 7.6 14.8 12.3 8.2 3.5 24.0 5.7 6.4 12.1 52.6 73.1 1叩.0 2.294.333百万円
額 1田5年 14.7 7.1 3.3 25.1 8.7 7.5 16.2 12.7 7.8 3.6 24.1 4.8 6.0 10.8 55.8 76.2 100.0 6.561.888百万円
1959年 16.1 8.4 3.4 27.9 8.9 7.0 15.9 13.5 7.6 3.5 24.5 4.3 6.0 10.3 58.8 78.6 100.0 1)， 888. 786百万円
表-3
N o 
00 
o 
ガス事業を含む。戦後は「従業者数J4人以上の工場1930年および1936年は「職工数」規模5人以上の工場で電気，
で，電気，ガス事業を含まず。
(資料)大河内一男編『京浜工業地帯の産業構造.n(東京大学出版会，.1963年6月)， 50ペー ジ。
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という特徴」があったことが指摘されている叫
②に関していえば， i既存工業地帯の整備は，一部はすでに朝鮮戦争の
初期にはじまっていた」仰が，それ以降， i既存工業地帯の整備と並行し
て，その内部や周辺部，もしくは新たな産業基地候補地に，石油や鉄鋼等
重化学工業化の基幹となる産業が，技術革新に対応する新鋭工場の建設に
のりだしJ44)ていく中で，それらの産業の資本蓄積にとって当面の陸路
となっていた道路，港湾，用水などの整備を中心に，次々に範囲が拡張し
ていきつつあった。いうなれば，急速に大きくなりつつあった身体に見合
った衣服が急いで用意されなければならない状況にあったわけである。そ
して，特記すべきは，これらの整備に際して，産業の要求に即応するかた
ちで， i上から」の強力な支援措置がとられるようになっていたことであ
る。例えば，国のそのような対応姿勢がストレートにあらわれていたとい
える「企業合理化促進法J(1952年2月)では， i道路，港湾」など輸送施
設の整備があげられ， i事業者の申請により，国又は地方公共団体の費用
でその整備を行うことができるものとするJ(第8条)とされていたので
ある叫こうして，産業基盤整備事業への公的支出が着実に増加していっ
た(表-4参照)。
尚，このような動きと相まって，とくに首都圏において， i中枢管理機
能基盤にたいする応急整備J46)が一つの大きな課題となり，そのための
42) ¥大河内一男編『京浜工業地帯の産業構造J(東京大学出版会， 1963年6月)， 
105ベー ジ。
43) 佐藤竺，前掲書.85ペー ジ。
44) 佐藤竺，前掲書.152ベー ジ。
45) 有沢広巳・稲葉秀三編，前掲書.185ページ。このようなことについては，
すでに1951年2月に出された産業合理化審議会の答申 (fわが国産業合理化
方策についてJ)でも「産業補助施設の整備が産業合理化の上に果す役割の
大なるに鑑み，国及び公共団体の公共事業費を思い切って増大することが肝
要であるJ(向上.184ペー ジ)とされていた。
46) 川島哲郎，前掲， 323ベージ。すでに1950年の「首都建設法」でみられた
このような動きは，その後の首都圏への工業集積と人口集中のなかで.1956 
年の「首都圏整備法」の制定へとつながってL、く。
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表-4 産業関連道路，港湾整備状況
(単位千円)
道 路 港 湾
事業費 補助額 事業費 補助額
1948年度 103，192 125，678 935，516 875，520 
49 54，898 320，106 1，379，760 槌1，100 
50 323，330 150，390 725，519 304，259 
51 513，480 297，245 650.248 301， 758 
52 676.130 350.050 589.329 382.604 
53 777，847 412.116 532.394 402.592 
54 967，390 667.450 637.811 493.936 
55 1， 129，610 750.016 523.150 421， 640 
56 806.174 579.205 443.900 400.800 
側通産省調べ「企業合理化促進法jにより産業関連施設の整備が行なわれるように
なったのは.1952年度以降であるが.1951年以前については，同法と同様な考
え方にもとづき，特に産業関連施設として整備を行なってきた事業の事業費を
掲げてある。
(資料)川島哲郎「高度成長期の地域開発政策J(講座・日本資本主義発達史論 V J.
日本評論社.1969年2月).323ページ。
基盤整備が進行していたことも看過してはならないであろう。
さて，国土上での大都市部と地方のこのような動きには，一つ相関関係
があったことはいうまでもない。大都市部の重化学工業を中心とする工業
の成長を地方の電源開発が支えるという関係である。資料の制約もあって
その関係を明示することはできないものの，次のような二つのデータから
でもある程度の把握は可能であろう。
一つは， 1951年と55年における電力会社聞の融通量の推移をみた図-4
である。これをみれば，同期間において，地方の各電力会社の東京電力側
への送電量が増大していることは明らかである。東北電力側と東京電力側
の間では， 55年には51年の2.6倍にもなっている。因みに，この中には，
すでにみたところの，東京電力側が，本名・上田両発電所地点の水利権の
東北電力側への譲渡の見返りとして結んだ「第三融通契約J(1954-58年
度において，東北電力紛が東京電力側へ，毎年度， 1億l千万KWから 1
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図-4 会社問送受電電力量(差引量)の推移
(1) 1951年度
(2) 1955年度
(資料)通商産業省公益事業局公益事業調査課『電気事業の現状と電力再編成10年
の経緯一昭和36年版電力白書JI(1961年10月)， 101ページ。
億6千万KWの聞の電力を送電する契約)によるものも含まれている。
もう一つは，東京電力側の産業向け電力量の伸びに関するものである。
同社のその伸びは， 9電力会社の51年度に対する60年度の伸び (3.2倍)
を大きく上回るを上回るもの (3.5倍)であったが47)，それは，図-5を
みるように，同社管轄区域内の重化学工業の使用電力量の増大によっても
たらされたものであった。
これらのデータからみてとれるように， 1950年代初頭において，地方に
おいて急ピッチで進行した大規模電源開発によって創出された大量の電力
は，大都市部に向けられ，そこの重化学工業の成長を支える傾向を強めて
いたのである。
47) 東京電力株式会社『東京電力三十年史JI(1983年3月)， 284-285ページ。
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図一5 大口電力販売電力量の増加に対する業種別寄与内訳(東京電力)
2.19倍
， 
t t 
J I そのイ也 (18.5)
I I 
I F 
非鉄金属 (6.3)
窯業土石 (7.1)
腐襲土石 (1.7) 紙・パルプ (10.3)
1.59倍 機械 (12.5)
その他 (21.8)
非鉄金属 (8.4) 化学 (16.7)
紙・パルプ (18.1) s， ， 
I / 
/ / 
機械 (8.5)
/ / 
/ / 〆
/ 
/ 
化学 (22.8)
/ 鉄鋼 (28.6)/ 
/ 
/ 
/ 
鉄鋼 (18.7)
1955年度/1951年度 1960年度/1955年度
制 ( )内数字は増加寄与内訳陶
(資料)東京電力株式会社『東京電力株式会社J(1983年3月)， 285ページ。
かくて，このような関係に規定される関東と東北地方の地域的特徴につ
いていえば，関東は，重化学工業を中心とする工業化の進展によって， i経
済自立」路線の先導拠点化しつつあったのに対し，東北地方は，関東を支
える電力供給地域と化しつつあったのである。
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(2) 形骸化した“総合開発"事業
1950年代前半における東北地方の立場は以上のようであるが，これをも
う少し別な観点からみてみることにしよう。「国土総合開発法」の成立
(1950年6月)をもってスタートした“総合開発"事業が，東北地方にど
のような「成果」をもたらしたかという観点からであるo
Eで言及したように，電源開発事業は， r特定地域」“総合開発"事業の
一環として計画されていたものであった。むろん，電源開発が大きなウェ
イトを占めていた只見川流域の場合も同様であった。この“総合開発"事
業には，前述のように「草の根民主主義」や開発利益の地元還元といった
TVA理念が包含されていた。また， r国土総合開発法」が「国土の自然、
資源を考慮して，経済・社会・文化の総合的な見地から，開発し保全し，
…社会福祉の向上を資することを目的とするJ(第1条)としたとき，そ
こには，開発対象地域(河川流域)に存在する各種の豊富な自然資源の多
面的・多目的な活用によって，その意味で“総合"的な活用によって，地
域社会の福祉を向上させようとするニュアンスがあった。それ故，この事
業に対する地方の期待が大きくなるのはある意味では当然のことであった。
そのような期待は， r特定地域」の指定(1951年12)後もさまざまなか
たちで大きくなる一方であった。例えば，第 l次の指定を受けた「特定地
域」のうち，事業推進の優先順位が高かった「只見地区」と「北上地区j
以外の地域(を有する府県)が，政府の財政支援を確実なものとするため
に起こした「国土総合開発法」改正の動きである(同法は1952年12月改正)。
また， r特定地域」の指定にもれた地域の巻き返しである。これは利根川
流域開発法案の国会提出の動き (1952年)に象徴されていた。さらに，"¥[
で詳述した， 1952-53年にかけての「只見地区J内の開発方式をめぐる福
島県と新潟県の激しい争いも，その一つであった。
では，このような地方の期待は， 1950年代初頭からの電力事業の上述の
如きダイナミックな進捗とどのように関連していたのであろうか。この点
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の検討にあたっては，佐藤竺の次のような指摘が示唆的である。「電源開
発事業が河川総合開発のかたちをとり，……特定地域に顔をみせながらも，
その進捗は特定地域のゆえにではなくて，むしろ電源開発の緊急度による
ものであり，国土保全ということで資金的に一般公共投資に大きく依存し
ながら推進された」叫このような指摘は， 1952年度における国の「国土
保全ならびに自然開発事業費」の対前年度比を示した図ー 6からも裏付け
られよう。この図をみるように，一連の事業に対する投資額はことごとく
増加し，合計で対前年度比160%にも達している。この点では，確かに，
地方の期待通りに“総合開発"が進展しているようにみえるし，実際， r昭
和28年度経済白書』においては「国土の開発保全は次第に総合性をみるよ
うになってきたJ (114ページ)という評価もなされていたのである。し
かしながら，このような高い増加率は，同図をよくみれば明らかなように，
「水力事業費J(電源開発事業費)が300%近くにも達したことによっても
たらされたものであった。それ故，ここからは，やはり，電源開発事業費
の大幅増に引きずられるかたちで“総合開発"費の一定の増額がなされて
いたという関連，その意味で電源開発事業の大々的な進行に大きく左右さ
れつつ地方の期待が一定程度実現していたという関連がみてとれるわけで
ある。
とすれば，このような現象には，二つの立場からそれぞれ支持される理
念が同居していたといえる。一つは，上の引用文で「電源開発の緊急度」
を一層高めようとするいわば経済合理的色彩を濃厚にしているものであ
る。これは，前節でみたように，日本の「経済自立Jを早急に達成しよう
とする立場から支持されていた。もう一つは， r国土総合開発法」でその
目的として定められた「社会福祉の向上Jに依拠するものである。これは，
上述のように，多くの地方から強く支持されていた。つまり， 1950年代初
48) 佐藤竺，前掲書， 85ページ。この指摘とほぼ同様に，川島もまた「この時
期の総合開発にいう資源開発とは電源開発と同義であり，総合開発が電源開
発を軸に推進された，というよりももっと正確には，電源開発が国土総合開
発の形態をかりで遂行されたJ(前掲， 317ペー ジ)と指摘している。
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国土保全ならびに資源開発事業費 (1952年度}
対前年比
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(資料)経済審議庁『昭和28年度経済白書J(1953年7月)， 111ページ。
これらの理念が激突しながら，国土開発が進行していたわけであ
る。因みに，高橋衡は，こうした状況を， f経営政策化した産業政策」と
「開発政策の一般的公共性Jとの「理念的対立」が「接点をなした」状況
頭には，
としているが49)，それは，的確な状況認識といえるであろう。その結果は，
国が前者の立場に傾斜する中で明確になっていった。それを端的に示す例
の一つが， 1953年秋の電源開発勝一事実上の国家企業ーによる只見川
上流域の大規模電源と「京浜葉」地区を結ぼうとする f27万ボルト送電線
(只見幹線)計画の発表である。ここには，当河川上流域の大規模電源で
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創出される電力の大半を当該地区に送り込むことによって，そこの重化学
工業をはじめとする諸工業の成長を促進せしめ，もって日本の「経済自立」
を早急に達成せしめんとする国の意図・姿勢が露骨に示されていたからで
ある。
ところで， 1950年代初頭にみられたこのような動きは，それ以降になる
と，とくに1950年代半ばからの高度経済成長期に入ると，一層顕著になづ
ていく。今，表ー 5によって，東北地方における“総合開発"事業費の個
別事業への配分状況をみてみると(閣議決定時と1962年までの配分比率を
比較してみると)，電源開発事業のみが比率を増大させており，“総合開発"
事業の電力事業への一面化が進行していたことが確認できょう。
表-5 東北地方の「特定地域総合開発計画」の事業貨の配分状況 (1962年まで)
事業項目 予閣定議配決定分時費の 1962年累計
河川総合開発 5.7 9.2 
河川改修 10.5 3.9 
砂 防 2.0 1.0 
沿 山 1.8 0.6 
道 路 8.9 9.1 
港 湾 3.3 2.0 
都市計画 2.9 1.6 
工業用水 0.4 0.3 
住 宅 1.0 0.5 
開 拓 1.5 2.2 
土地改良 5.7 3.6 
発 電 32.3 52.6 
鉄 道 13.6 5.8 
そ の 他 10.3 7.5 
計 100.0 100.。
倒閣議決定年月は，北上地区1953年2月，阿仁田沢地区1953年10月，最上地区
1953年10月，天童東三河地区1954年6月，仙台地区1958年10月，北奥羽地区
1958年10月，十和田岩木川1958年10月.
(資料)東北電力株式会社.日本経済研究所『東北産業経済史(戦後編)J1982年，
218ページの表より作成。
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以上のように， r特定地域」を舞台にしてスター卜した“総合開発"事
業は，結局のところ，地方の大きな期待に応えるものとはならなかった。
その展開過程で明確になったのは，この事業に対する地方の期待が大きく
なり，国がその動きに対応して“総合開発"事業費を増額すれば，ますま
す大都市部工業の成長のための電源開発事業が容易に進行するという裁に
皮肉な事実であった。東北地方に即していえば，“総合開発"事業の重点
的推進地域であった分だけ，このような展開から受けるダメージも大きか
ったといわなければならなし、。
(3) 大規模電源開発に伴う矛盾の地方への転嫁
それだけではない。 1954年頃になると，大規模電源開発の進行に伴って
発生した矛盾が地方に転嫁される傾向も顕著になっていたのである。
1953年から54年にかけて大規模電源開発の推進に伴う一大問題が発生し
ていたことは，前掲『電力事業の現状一昭和28・29年度電力白書』にお
ける次のような記述，すなわち「開発計画の順調な滑り出しは土建事業者
及び電気機械メーカーに対しても好影響を与え，所謂開発ブームの観すら
も与えたのであるが，遺憾乍らこのような期待は，僅か27，28の両年のみ
で， 29年度においては，早くも前途多難を思わせる事態に到ったのである」
( 3ページ)という記述からも窺えよう。ではその問題とは何であったの
か。それは，端的にいえば「電源開発が進み，電力が豊富になるほど電力
コストは高騰するという根本的矛盾J50)の発生であった。
この「電力コストJの上昇は，やや詳しくみれば次のような要因による
ものであった。第 lに，発電所の建設費が大幅にアップしたことである。
例えば， 1952年5月と1954年10月の電気料金中の発電原価を比較した表-
6をみるように， 1 KW当りの発電コスト(原価)が，前者では105円で
あったのに，後者では154.5円，つまり49.5円も増加していた。それは「間
接費J=資本費の増大に起因するものであった。この費用は，同表をみる
50) r河北新報J1955年5月12目。
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表-6 水力発電原価比較 (1952.年5月と1954年10月の電気料金改定時)
(単位:1 kwh当り銭)
1952年5月改訂分 附年間改訂分 l
実数 構成{比%l 実数 構成{比%l 
直接費 33.4 31. 8 37.6 
人件費 12.4 15.7 
維持費 13.9 14.0 
その他 7.1 7.9 
燃料費 一
間接費(資本費) 50.2 47.8 96.4 62.8 
減価償却費 15.5 26.6 
支払利息 17.1 37.1 
配当諸税 11. 9 28.2 
その他 5.7 4.5 
総計費 21. 4 20.4 20.5 13.3 
iロ:. 計 105.0 100.0 154.5 100.0 
制 1. 9電力会社合計分で他社受電は含まなL、。
2. 1952年5月改訂分では，石炭消費率は0.92kg/kwh
1954年10月改訂分では，石炭消費率は0.76kg/kwh
(資料)r財政金融統計月報』第53号， 61ページより作成。
ように， 1952年5月には原価の47.8%であったものが1954年10月には62.4
%にも達していた。すなわち，雨期間の原価高騰分49.5円増のうちの93.3
%を占めていたのである。発電・送電設備の新増設に伴って固定資本(の
ための減価償却費)が増大したことは明らかであった。第2に，支払利息
が増大したことである。再び表一 6をみるように，それは1952年度には17.
1銭にすぎなかったのに54年度には37.1銭にもなっている。外部資金に大
きく依存した結果である。大規模工事の推進のためには，膨大な資金が調
達されねばならなかったが，経営悪化していた日本発送電側と日本配電側
の資産を受け継いでスタートしたばかりの9電力会社の自己資本による調
達能力には限界があり，やはり外部資金に頼らなければならなかったので
ある。図-7をみるように， 9電力会社の工事資金のうち，自己資金は，
1951年31.4% (内部留保19.8%，増資11.6%)， 1952年32.0%(内部留保18.
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図-7 9電力会社電源開発工事資金年度別調達源の推移
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(資料)通商産業省公益事業局公益事業調査課編『電気事業の現状と電力再編成10
年の経緯一昭和36年版電力自由J(1961年10月).47ページ。
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6%，増資13.4%)，1953年33.0%(内部留保22.8%，増資10.2%)に過ぎ
ず，残りは，日本開発銀行を通じての財政融資，社債，市中銀行からの融
資，世界銀行からの借款等に依存せざるをえなかったのである。第3に，
補償費の増大である。建設される発電所が水路式からダム式に転換し，そ
のスケールが大規模化したことによって，総工事費に占める補償費は飛躍
的に増大する傾向にあった。表-7をみるように，水路式の場合には，戦
前・戦後を通してほとんど変化はないが，ダム式の場合には， 1930-34年
に5.3%，45-50年に2.5%にすぎなかったのに， 51-54年にかけては12.0
%にもはねあがっていた。水没範囲が広がったことに伴い， i一般補償の
増大と合せて鉄道・建物等の公共補償の増大J51)も加わり，さらにまた
この解決に至るまでの交渉にも多くの費用を費やすことになったからであ
った52L
かくて， 1954年頃においては，この「根本矛盾J回避のために，電気料金
表-7 総工事費に対する補償費の推移
(単位:%) 
み品交ごf1940...4 45...50 51...54 5...57 58...60 
ダ ム 式 5.3 2.5 12.0 13.1 約10
水 路 式 3.3 2.4 4.0 5.3 約3
(資料)通商産業省公益事業局公益事業調査課編『電気事業の現状と電力再編成10
年の経緯一昭和36年版電力白書J(1961年10月).134ペー ジ。
51) 通商産業省公益事業局公益事業調査課編『電気事業の現状と電力再編成10
年の経緯一昭和36年版電力白書J(1961年10月)， 135ペー ジ。
52) r補償問題は単に水没を譲る権益においてのみ論ぜられない様にあり，…
問題解決のために長時日に亘って工事力を遊休状態に置いたり着工を遅延さ
せたりするに到って電力昂騰の重要なー要素と化してきたJ(r電気事業の現
状一昭和28・29年度電力白書J，12ページ)。尚.1953年4月には.r電源
開発に伴う水没その他による損失補償要綱」が閣議決定されていたが，法的
拘束力をもたないこと，調停機関の規定がないことなどにより，実際にはほ
とんど効力をもたなかった。
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の大幅値上げをはじめとするいくつかの施策の採用が検討されていた叫
しかしながら，そのような施策は，当時の日本が最重視していた課題と
の関連でいえば，自ずと一定の方向性が与えられていた。重化学工業をは
じめとする工業(の製品)の国際競争力の強化とそれによる日本経済の成
長基盤の強化につながる方向性にほかならない。そのことは，前掲『電力
事業の現状一昭和28・29年度電力白書』が， i重要産業の立ち直りが相
当程度行われたとは云え，未だ安定の域を達せず……段階にあり，将来の
貿易収支の拡大健全化のために基礎産業には合理化政策を強力に必要と
し，此の様な環境から電源開発が社会的要請であると共に料金の値上がり
抑制もまた社会的要請と化しつつあるJ(10-11ページ)と述べているこ
とからも確認できょう。実際， 54年の料金改定(10月1日から実施された)
もこの方向に沿ったもので，これら「重要産業」の優遇，とくにその中の
「大口電力の優遇」が一つの大きな特徴であった叫
このことは，国土上では，その「根本矛盾」を転嫁しうる地域が，大都
市部ではないことを意味していた。いうまでもなく，大都市部は，当時の
日本経済の上の如きリーディング産業の集積が顕著となっていたからであ
る。とすれば，その矛盾は地方に転嫁される以外になかった。実はイわれ
われが，百の2においてみた，関東と東北地方の2地域間で生じたいくつ
かの問題には，そうした矛盾を地方に転嫁しようとする動きがよく表われ
ていた。例えば，そこで詳述したように， i下流増益還元問題J一電源
開発紛が只見川上流域で大規模ダムを建設することによって，下流域に発
電所を有する東北電力側に生じる一定のメリットを還元させようとして紛
糾した問題ーには，東北地方の電気料金を引き上げ，関東のそれを引き
53) 例えば，次のような施策である。①電源開発側を公社化し，電源開発にお
ける政府のイユシアチプの強化と役割の拡大を図る。これによって， 9電力
会社が計画している電源開発のめぼしいものを電源開発側に任せ，電源開発
の集中化・効率化を図る。②噌大する一方の電源開発に関わる補償費を抑制
するための法律を制定する。③長期的なエネルギ一対策として，原子力発電
の推進を検討する (i河北新報J1955年5月12日)。
54) 栗原東洋，前掲， 475ベー ジ参照。
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下げようとする思惑が潜んでいたのである。この問題は， 1956年にこの法
案が国会に上程されたことにより表面化したものの，実は，前掲『電力事
業の現状一昭和28・29年度電力白書』においても「かかる利害の対立を
いかに法律的に解決し，電源開発の促進を図るかは，今後の大規模貯水池
全般に亘る問題として，早急にとりあげられねばならないJ(39ページ)
とされているように， 1954年頃すでに表われていたのである。また， i水
没地域住民に対する補償問題」は，因子倉発電所の建設に伴って移転を余
儀無くされた因子倉部落の住民に対する補償額一それは電源開発鮒因子
倉発電所事務所と東北電力側と当該住民が合意したものであったーを，
電源開発脚本社・中央諸官庁が大幅に減額した (1954年1月)ことで粉糾
したが，ここにも，大規模電源開発に伴うコスト増のツケを大都市部にで
はなく地方に転嫁しようとする国の姿勢があらわれていたのである。
3. r東北開発ブームJの発生
1950年代前半における以上のような展開が，地方の反発を呼び起こすの
はある意味で必至であった。それは東北地方からはじまった。 1955年初頭
からである。それらの因果関係は次のように言い表すことができょう。
「特定地域の開発は，それをうけいれた地元が期待したような開発効
果をとうとう十分にうみだすことができなかった。電源開発を展開す
ることのできた地域では，それだけが異常に進んで他にみるべき特別
の成果をあげえなかったし，逆に電源開発をもたない地域は全体とし
てとりのこされたからである。したがって，いずれにせよ，特定地域
に指定され，事業計画だけはもったものの，多くの地域では地域格差
は縮小できるどころかむしろ拡大の方向をたどることになった。これ
が，のちに，東北をはじめとするブロック別地方開発促進法の制定の
機運をうむ原因となるのである」おL
5) 佐藤竺，前掲.88ページ。
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また，次のような記述も適切といえよう。
「特定地域開発は電源開発に重点が置かれ，その電力は専ら 4大工業
地帯の復興に向けられた。このため，日本経済が立ち直っても東北地
方は取り残されるのではないかとの危機感が広がり，……30年(1955
年……引用者〕ごろから東北開発の機運が大きな盛り上がりを見せ
た」鉛L
さて.r東北開発ブーム」は.1955年 1月，就任早々の鳩山首相の
施政方針演説を契機にはじまったが，その後，政党，東北地方，政府な
どの以下のような活動となってあらわれた。政党レベルでは，いわゆ
る保守合同と左右統ーがなされたばかりの自民・社会両党による「奇
妙な超党派運動」が展開され叫 1956年5月に衆院での「東北開発に
関する決議」の採択に至った。また，東北地方では. 7県の知事，県
会議員，市町村長などからなる「東北開発推進協議会」が結成 (56年
S月)され，自社両党のパックアγプと地元での啓蒙がなされた。さ
らに，政府レベルでは，各省の横断組織として「東北開発連絡協議会」
が設置 (56年8月)され，政府あげての取組みがなされた。こうした
諸活動の結果.1957年4-5月に「東北開発三法Jが成立した叫
では，こうした中で東北地方が追求したものは何であったのか。そ
れは，三法の一つである「東北開発促進法Jの第1条で「東北地方に
おける資源の総合開発を促進するために…Jとされていたように，
1950年代初頭からの“総合開発"路線を踏襲しつつ，その路線への政
府の再度のテコ入れを求めようとするものであった叫
56) r河北新報J1986年9月19日の特集記事。
57) r河北新報J1986年10月2日の特集記事。
58) 以上の経緯については，さしあたり.r河北新報J10月1日.10月2日.10月
3日.10月5日の特集記事を参照されたL、。
59) r東北開発ブーム」や.r東北開発三法」については，もっと言及せねばな
らないことがあるが，ここではこれ以上立ちいらないことにする。本稿の課
題に接近する上で支障がないと思われるし，いずれ別稿で詳しく論じる予定
もあるから.である。
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これまで述べてきたことを要約しよう。 1950年初頭，只見川上流域
の電源帰属をめぐって関東と東北地方の対立が激化した。その背景に
は，同河川流域の電源開発によって創出される大量の電力を白地域の
産業・経済の活性化に利用しようとする両地域の強い要求があった。
東北地方は，同河川流域の電源開発が地域福祉の向上を基本理念とす
る「特定地域総合開発」の一環であったことから，その成果の地元優
先配分がなされて然るべきだという立場に立ち，そのような要求をし
ていた。他方，関東は，朝鮮戦争勃発を契機とする重化学工業をはじ
めとする諸工業によるエネルギー需要の急増に対応して，白地域への
優先配分を要求をしていた。このような背景から生じた地域間対立は，
国が， r経済自立」を早急に達成すべく，関東の立場を支持する姿勢
を鮮明にしたことによって，事実上「決着」した。かくて只見川流域
で電源開発が大々的に推進されても，それによって発生した大量の電
力は，東北地方にではなく， r京浜葉」に向けられる方向性が明確化
したのである。むろん，“総合開発"の基本理念はもはや形骸化させ
られていた。要するに，この過程で， r特定地域開発の地域収奪的性
格J削が一層顕著になったのである。かくて， 1950年代半ばから東
北地方への国の再度のテコ入れを求める動きが活発化した。
さて，このような只見川流域における電源帰属問題の顛末をみるこ
とによって，われわれは，本稿冒頭において提示した二つの点を明ら
かにしえたように思われる。一つは， 1950年代半ばからの東北振興運
動の急浮上の根本的原因が， 1950年代初頭からの「特定地域」総合開
発事業の推進下でおきた，東北地方からの開発利益の「漏出」であっ
たという点である。もう一つは，日本の経済復興期の地域開発にも，
やはり， r日本の地域開発の特殊性Jとされる「理念と現実の議離J
60) 佐藤竺，前掲書， 86ページ。
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復興期における只見川電源帰属問題と東北開発伺
という特徴があったという点である。
次の課題は， 1950年代初頭に北上川流域で起きた電源、帰属問題をみ
てみることである。周知のように，同河川流域でも電源帰属をめぐ
って，東北電力側と東北興業側・岩手県との間で激しい争いがあった。
この争いを本稿と同じような問題意識をもって検討してみたい。伺
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